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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第９期
第２四半期
連結累計期間

第10期
第２四半期
連結累計期間

第９期

会計期間
自  平成23年４月１日
至  平成23年９月30日

自  平成24年４月１日
至  平成24年９月30日

自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日

売上高 (百万円) 17,661 18,387 38,992

経常利益 (百万円) 143 230 249

四半期(当期)純利益 (百万円) 64 121 272

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 37 △1 506

純資産額 (百万円) 22,848 22,791 22,633

総資産額 (百万円) 41,904 41,610 43,320

１株当たり四半期(当期)
純利益金額

(円) 1.06 2.11 4.52

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) － － －

自己資本比率 (％) 54.2 54.4 51.9

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 1,078 1,537 2,960

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △1,212 △1,398 △2,735

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △568 △341 △646

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) 6,637 6,717 6,921

　

回次
第９期
第２四半期
連結会計期間

第10期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自  平成23年７月１日
至  平成23年９月30日

自  平成24年７月１日
至  平成24年９月30日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 1.95 2.46

(注)  １  売上高には、消費税等は含まれておりません。

２  第９期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載してお

りません。

３  潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額は、第９期第２四半期連結累計期間については希薄化効果を有

する潜在株式が存在しないため、第10期第２四半期連結累計期間については潜在株式が存在しないため　記

載しておりません。
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２ 【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社および当社の関係会社が営む事業の内容について、重要な変

更はありません。

  また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間における、本四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事

項のうち、投資家の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生または前事業年度の有価証券報

告書に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。

なお、重要事象等は存在しておりません。

　

２ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。

　

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中における将来に関する事項は、当第２四半期連結会計期間の末日現在において当企業グループが

判断したものであります。
　

(1) 業績の状況

当第２四半期連結累計期間のわが国の経済においては、復興需要等を背景に景気の緩やかな回復は見

られましたが、欧州財政不安や新興国経済の減速感、為替や株式市場の動向など先行きの不透明感が増す

中で推移いたしました。

このような経済環境の中で、当企業グループは、中期経営戦略に掲げました「事業の拡大」と「経営基

盤の強化」に継続して取組んでまいりました。

　
「事業の拡大」につきましては、当企業グループのコアコンピタンスであるネットワーク技術、ビジュ

アル技術、セキュア技術を融合させた商品を開発し、お客様視点に立った安心、安全、快適、便利な環境を

実現するソリューションの提供を目指してまいりました。

オフィス市場では、

・  多様なモニタリングニーズに応えるネットワークビデオレコーダ「ＮＶ１０００」およびセン

ターサーバに映像を録画するクラウド型ネットワークカメラ監視システム

・  株式会社ネクストジェンとの協業によるクラウド型のビジネスホンサービス

・  コンプライアンスへの対応や情報の共有化およびＢＣＰ意識の高まりから、中小規模事業所にお

いてシステム管理者を配置することなく、クライアントＰＣデータを簡単に共有でき、データバッ

クアップによりデータ損失を防ぐファイルサーバ「ＳＢ１０００」

・  警備ニーズに応えた「ＮｅｘＢｅ（ネクスビー）セキュリティシステム」シリーズとして、ネッ

トワークカメラ対応や侵入時画像のメール添付機能を搭載した機械警備用送信機「ＴＳ－ＮＴ１

００３」

等の商品およびサービスの提供を開始いたしました。

交通市場では、

・  立体画像認識によるバス乗降客人数カウンタ「ＫＳ１００」の提供

・  道路等の安全監視システムへの応用製品のフィールドテスト

等を開始いたしました。

また、企業や家庭の安心、安全、快適な暮らしを見守るために、人感、温湿度、照度、加速度センサを搭載

し、さまざまなセンシングニーズとお客様の構築するアプリケーションとの連携に対応する「ＷＬ１１
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０」と、節電、省エネ対策の必要性から消費電力の見える化を簡単に実現できる「ＷＬ１００」の２機種

の無線ＬＡＮセンサの提供を開始いたしました。

　
「経営基盤の強化」につきましては、安定した収益体質を構築するための組織機能の一部見直しを行

うとともに、業務の効率化と総原価の低減に継続して取組み、効率的な支出に努めてまいりました。

　
当第２四半期連結累計期間の売上高は、183億８千７百万円(前年同期比 4.1％増)となりました。利益

面では、売上高の増加に加え総原価を低減したことにより経常利益が２億３千万円(前年同期比 60.7％

増)、四半期純利益が１億２千１百万円(前年同期比 89.6％増)となりました。

　
分野別の営業の概況は、次のとおりです。

　
①　ネットワークソリューション分野

ネットワークソリューション分野の売上高は、86億３千３百万円(前年同期比　8.5％減)となり

ました。これは、ネットワーク機器が減少したことによるものです。

②　セキュリティソリューション分野

セキュリティソリューション分野の売上高は、97億５千４百万円(前年同期比　18.5％増)となり

ました。これは、セキュリティ関連商品や加工受託している部品が増加したことによるものです。

　

(2) キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結累計期間末における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末に比べ２億４百万円

減少し、67億１千７百万円となりました。

営業活動によるキャッシュ・フローは、仕入債務の減少による支出はありましたが、税金等調整前四半

期純利益の計上に加え、売上債権の減少や減価償却費の計上などにより15億３千７百万円の収入となり

ました。

投資活動によるキャッシュ・フローは、新商品の開発に伴うソフトウェアおよび金型の取得などによ

り13億９千８百万円の支出となりました。

財務活動によるキャッシュ・フローは、長短借入金の返済および社債の償還ならびに配当金の支払い

などにより３億４千１百万円の支出となりました。

　

(3) 事業上および財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、新たに発生した事業上および財務上の対処すべき課題はありま

せん。

当企業グループは、前事業年度の有価証券報告書に記載の対処すべき課題に継続して取組んでまいり

ます。

　

EDINET提出書類

サクサホールディングス株式会社(E01874)

四半期報告書

 5/23



　

（株式会社の支配に関する基本方針）

 1.  当社の財務および事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針の内容

当社は、株主は市場での自由な取引を通じて決まるものと考えております。したがって、株式会社の支

配権の移転を伴う買付提案に応じるかどうかの判断も、最終的には株主全体の意思に基づき行われるべ

きものと考えております。

しかし、当社株式の大量取得行為またはその申し入れの中には、次のものも想定されます。

① 買収の目的や買収後の経営方針等に鑑み、当社のグループ企業価値ひいては株主共同の利益に対す

る明白な侵害をもたらすおそれがあるもの

② 株主に株式の売却を事実上強要するおそれがあるもの

③ 当社に、当該買付けに対する代替案を提示するために合理的に必要な期間を与えることなく行われ

るもの

④ 当社株主に対して、買付内容を判断するために合理的に必要とされる情報を十分に提供することな

く行われるもの

⑤ 買付けの条件等（対価の価額・種類、買付けの時期、買付けの方法の適法性、買付けの実行の可能性

等）が当社の本源的価値に鑑み、著しく不十分または不適当なもの

このような当社株式の大量取得行為またはその申し入れを行う者は、例外的に、当社の財務および事

業の方針の決定を支配する者として不適切な者と考えています。このような行為から当社の経営理念や

ブランド、株主をはじめとする各ステークホルダー（利害関係人）の利益を守るのは、当社の経営を預

かるものとして当然の責務であると認識しております。

　
 2.  基本方針の実現に資する具体的な取組み

 (1)  基本方針の実現に資する特別な取組み

当企業グループは、「独創的な技術を核に、新しい価値を創造し、活力とゆとりある社会の発展に貢献

する」を経営理念に掲げ、「つなげる技術の、その先へ。」をコーポレートメッセージとして、「事業の

拡大」と「経営基盤の強化」の諸施策に取組むとともに「自然災害への対策」を推進し、お客様視点に

立った安心、安全、快適、便利を実現するソリューションをタイムリーに提供し続けることを目指してま

いります。

まず、「事業の拡大」につきましては、お客様が必要とされているサービスを的確に捉え、ワンストッ

プでソリューションを提供するとともに、新しい市場に対して積極的な商品提供を行ってまいります。

次に、「経営基盤の強化」につきましては、安定した収益体質を構築するため、事業の特質と規模に見

合った組織の効率化および要員適正化に継続して取組み、徹底した総原価の低減と付加価値の増大を図

り、収益力を強化してまいります。

さらに、当企業グループの総合力を高めるため、より有効性の高い「内部統制システム」の運用に取

組むとともに、コーポレート・ガバナンスの強化とグループ企業価値の向上に努めてまいります。

 (2)  基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務および事業の方針の決定が支配されることを防

止するための取組み

当社は、平成22年６月29日開催の第７回定時株主総会において「当社株式の大量取得行為に対する対

応策（買収防衛策)」(以下、「本ルール」といいます。）を株主の皆様のご承認をもって導入（更新）

いたしました。
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本ルールは、当社株式の大量取得行為が行われる際に、当社が本ルールに定める対応を行うことによ

り、濫用的な買付行為を抑止し、当社のグループ企業価値ひいては株主共同の利益を確保し、または向上

させることを目的としています。

本ルールは、次の①または②に該当する買付けまたはその申し入れ (以下あわせて「買付け等」とい

います。）がなされる場合に、買付け等を行う買付け者および買付提案者（以下「買付者等」といいま

す。）に対し、事前に当該買付け等に関する情報の提供を求め、当該買付け等について情報収集、検討等

を行うために合理的に必要な期間を確保したうえで、株主の皆様に当社経営陣の意見表明や代替案を提

示したり、買付者等との交渉等を行っていくための手続きを定めています。

①  当社が発行者である株券等について保有者の株券等の株券等保有割合の合計が20％以上となる買

付け

②  当社が発行者である株券等について、公開買付けに係る株券等の株券等所有割合およびその特別

関係者の株券等所有割合の合計が20％以上となる公開買付け

　
本ルールの詳細は、当社のインターネットウェブサイト

（http://www.saxa.co.jp/ir/stock/information.html）をご参照ください。

　

 3.  具体的な取組みに対する当社取締役会の判断およびその理由

当社取締役会は、基本方針の実現に資する具体的な取組みは、以下の事項を考慮し織り込むことによ

り、基本方針に沿うものであり、株主共同の利益を損なうものではなく、役員の地位の維持を目的とする

ものではないと判断しております。

(1)  あらかじめ買収防衛策を導入することにより、濫用的な買付行為を抑止すること

(2)  株主の皆様の意思を法的に明確な形で反映させるため、買収防衛策の導入の決定を株主総会の決

議事項とし、株主総会の決議を経て買収防衛策を導入すること

(3)  防衛策発動に関して基本方針に沿った合理的、客観的要件が設定されていること

(4)  独立性の高い独立委員会の設置および防衛策発動の際には必ず独立委員会の判断を経ることが

必要とされていること

(5)  本ルールの有効期限が平成25年３月期に関する定時株主総会終結の時までとし、株主総会または

取締役会によりいつでも廃止できること

　
　

(4) 研究開発活動

当企業グループは、安心、安全、快適、便利な環境を実現するソリューションを提供するために必要とな

る音声、映像、データにかかわる研究開発に重点を置き活動を行いました。

なお、当第２四半期連結累計期間の研究開発費総額は、22億５千万円となりました。

　

(5) 経営成績に重要な影響を与える要因および経営戦略の現状と見通し

当企業グループの主力市場である情報通信ネットワーク関連市場においては、光ネットワークを始め

としたブロードバンド化の進展に伴い、多様化、高度化したネットワークを活用した様々な事業が生まれ

るなど大きな変化が続いております。

当企業グループは、「事業の拡大」と「経営基盤の強化」の諸施策に取組むとともに「自然災害への

対策」を推進し、お客様視点に立った安心、安全、快適、便利な環境を実現するソリューションをタイム

リーに提供し続けることを目指してまいります。
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(6) 資本の財源および資金の流動性についての分析

当企業グループは、運転資金および設備投資資金につきましては、内部資金を充当し、必要に応じ金融

機関からの借入により調達することとしております。このうち借入による資金調達に関しましては、運転

資金については主に期限が１年以内の短期借入金により調達しており、設備投資資金等については長期

借入金等により調達しております。

また、資産効率の向上、営業活動によるキャッシュ・フローの確保およびシンジケーション方式による

コミットメントライン70億円の活用により、当面の運転資金および設備投資資金を調達することが可能

と考えております。

　

(7) 経営者の問題意識と今後の方針について

当企業グループが関連する情報通信ネットワーク関連市場は、急速な技術革新と競争の激化などによ

りめまぐるしく変化する環境下にありますが、当企業グループは、このような変化に柔軟に対応し、現在

の事業環境および入手可能な情報に基づき、最善の経営方針を立案するよう心がけております。

具体的には、前事業年度の有価証券報告書の対処すべき課題に記載のとおりであり、それらの課題に継

続して取組んでまいります。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】
　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 240,000,000

計 240,000,000

　

② 【発行済株式】
　

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成24年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成24年11月９日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 62,449,62162,449,621
東京証券取引所
(市場第一部)

単元株式数は
1,000株であります。

計 62,449,62162,449,621― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。
　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成24年９月30日 ─ 62,449,621 ─ 10,836 ─ 3,000
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(6) 【大株主の状況】
平成24年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

沖電気工業株式会社 東京都港区虎ノ門１－７－１２ 8,060 12.9

日本電気株式会社 東京都港区芝５－７－１ 2,360 3.8

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区内幸町１－１－５ 2,339 3.7

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区丸の内１－１－２ 1,767 2.8

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社（信託口）

東京都中央区晴海１－８－１１ 1,168 1.9

ＣＢＮＹ　ＤＦＡ　ＩＮＴＬ　ＳＭ
ＡＬＬ　ＣＡＰ　ＶＡＬＵＥ　ＰＯ
ＲＴＦＯＬＩＯ
（常任代理人　シティバンク銀行
株式会社）

３８８ GREENWICH STREET, NY,　NY １０
０１３,USA
（東京都品川区東品川２－３－１４）

1,156 1.9

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２－７－１ 959 1.5

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社（信託口）

東京都港区浜松町２－７－１ 954 1.5

サクサグループ従業員持株会
東京都港区白金１－１７－３　ＮＢＦプラ
チナタワー

931 1.5

みずほ信託銀行株式会社 東京都中央区八重洲１－２－１ 900 1.4

計 ― 20,596 33.0

(注) １  当社は、自己株式3,645千株を保有しておりますが、上記大株主からは除いております。

２  沖電気工業株式会社の持株数には、沖電気工業株式会社が退職給付信託の信託財産として拠出している

当社株式6,059千株を含んでおります。（株主名簿上の名義は、「みずほ信託銀行株式会社  退職給付信

託  沖電気工業口  再信託受託者  資産管理サービス信託銀行株式会社」であります。）

３  株式会社みずほ銀行の持株数には、株式会社みずほ銀行が退職給付信託の信託財産として拠出している

当社株式1,778千株を含んでおります。（株主名簿上の名義は、「みずほ信託銀行株式会社  退職給付信

託  みずほ銀行口  再信託受託者  資産管理サービス信託銀行株式会社」であります。）

(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

   平成24年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式

3,645,000
― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

57,883,000
57,883 ―

単元未満株式
普通株式

921,621
― 単元(1,000株)未満の株式

発行済株式総数 62,449,621― ―

総株主の議決権 ― 57,883 ―

(注) １  「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が3,000株（議決権３

個）含まれております。

２  「単元未満株式」欄の普通株式には、当社保有の自己株式が578株含まれております。

３  「総株主の議決権」欄の議決権の数には、証券保管振替機構名義の議決権の数が３個含まれておりま

す。
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② 【自己株式等】

   平成24年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式) 　 　 　 　 　
サクサホールディングス
株式会社

東京都港区白金一丁目17番
３号  NBFプラチナタワー

3,645,000 ─ 3,645,0005.83

計 ― 3,645,000 ─ 3,645,0005.83

 (注) 上記のほか、サクサ株式会社（連結子会社）が所有する株式5,000株（議決権５個）について、株主名簿上

は、同社名義となっておりますが、当該株式は、同社が実質的に所有していない株式です。

なお、当該株式は、上記「発行済株式」の「完全議決権株式（その他）」および「総株主の議決権」欄に含

めております。

　

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号)に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成24年７月１

日から平成24年９月30日まで）および第２四半期連結累計期間(平成24年４月１日から平成24年９月30日

まで)に係る四半期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けておりま

す。
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１【四半期連結財務諸表】
　(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成24年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 6,923 6,719

受取手形及び売掛金 9,429 8,036

商品及び製品 2,385 2,661

仕掛品 411 860

原材料及び貯蔵品 3,386 2,603

繰延税金資産 1,117 1,154

その他 464 314

貸倒引当金 △17 △7

流動資産合計 24,101 22,343

固定資産

有形固定資産

土地 8,669 8,669

その他（純額） 2,491 2,481

有形固定資産合計 11,161 11,150

無形固定資産

ソフトウエア 3,794 4,209

のれん 179 162

その他 88 62

無形固定資産合計 4,062 4,435

投資その他の資産

その他 4,243 4,030

貸倒引当金 △278 △386

投資その他の資産合計 3,964 3,644

固定資産合計 19,188 19,230

繰延資産 30 36

資産合計 43,320 41,610
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成24年９月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 6,615 5,337

短期借入金 2,213 2,571

1年内償還予定の社債 1,396 477

未払金 681 530

未払費用 1,286 1,318

未払法人税等 156 279

未払消費税等 179 121

製品保証引当金 234 225

役員賞与引当金 34 24

その他 456 454

流動負債合計 13,254 11,341

固定負債

社債 920 1,340

長期借入金 1,393 1,065

繰延税金負債 727 726

退職給付引当金 3,221 3,328

役員退職慰労引当金 53 36

負ののれん 545 408

その他 572 569

固定負債合計 7,431 7,476

負債合計 20,686 18,818

純資産の部

株主資本

資本金 10,836 10,836

資本剰余金 6,331 6,023

利益剰余金 7,129 7,080

自己株式 △1,801 △1,163

株主資本合計 22,496 22,777

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 △7 △130

為替換算調整勘定 7 7

その他の包括利益累計額合計 △0 △123

少数株主持分 137 137

純資産合計 22,633 22,791

負債純資産合計 43,320 41,610
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　(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
　　【四半期連結損益計算書】
　　　【第２四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

前第２四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
 至 平成23年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
 至 平成24年９月30日)

売上高 17,661 18,387

売上原価 12,246 12,981

売上総利益 5,414 5,406

販売費及び一般管理費 ※1
 5,207

※1
 5,128

営業利益 206 277

営業外収益

受取利息 1 0

受取配当金 36 35

負ののれん償却額 136 136

為替差益 － 3

その他 26 30

営業外収益合計 200 205

営業外費用

支払利息 39 36

退職給付会計基準変更時差異の処理額 150 150

為替差損 38 －

その他 35 65

営業外費用合計 264 252

経常利益 143 230

特別利益

固定資産売却益 － 0

投資有価証券売却益 0 －

受取和解金 － 67

特別利益合計 0 67

特別損失

固定資産除却損 17 19

固定資産売却損 18 －

投資有価証券評価損 29 60

会員権評価損 － 0

貸倒引当金繰入額 0 －

特別損失合計 66 81

税金等調整前四半期純利益 77 216

法人税、住民税及び事業税 250 235

法人税等調整額 △239 △140

法人税等合計 11 94

少数株主損益調整前四半期純利益 66 122

少数株主利益 1 0

四半期純利益 64 121
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　　【四半期連結包括利益計算書】
　　　【第２四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

前第２四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
 至 平成23年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
 至 平成24年９月30日)

少数株主損益調整前四半期純利益 66 122

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △28 △123

その他の包括利益合計 △28 △123

四半期包括利益 37 △1

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 36 △1

少数株主に係る四半期包括利益 1 0
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　(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：百万円)

前第２四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
 至 平成23年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
 至 平成24年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 77 216

減価償却費 1,202 958

のれん償却額 16 16

負ののれん償却額 △136 △136

貸倒引当金の増減額（△は減少） △2 98

退職給付引当金の増減額（△は減少） 159 107

前払年金費用の増減額（△は増加） 310 187

製品保証引当金の増減額（△は減少） △2 △8

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △7 △9

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △25 △16

受取利息及び受取配当金 △38 △35

支払利息 39 36

為替差損益（△は益） 1 0

社債発行費償却 9 18

投資有価証券売却損益（△は益） △0 －

投資有価証券評価損益（△は益） 29 60

固定資産売却損益（△は益） 18 △0

固定資産除却損 17 19

会員権評価損 － 0

売上債権の増減額（△は増加） 1,179 1,393

たな卸資産の増減額（△は増加） △1,176 57

仕入債務の増減額（△は減少） 80 △1,287

その他 △307 △25

小計 1,445 1,653

利息及び配当金の受取額 38 35

利息の支払額 △42 △39

法人税等の支払額 △362 △111

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,078 1,537

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の払戻による収入 36 －

有形固定資産の取得による支出 △175 △319

有形固定資産の売却による収入 56 10

無形固定資産の取得による支出 △1,122 △1,086

投資有価証券の取得による支出 △13 △2

投資有価証券の売却による収入 5 －

その他 0 －

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,212 △1,398
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(単位：百万円)

前第２四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
 至 平成23年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
 至 平成24年９月30日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の増減額（△は減少） △200 400

長期借入れによる収入 480 －

長期借入金の返済による支出 △344 △369

社債の発行による収入 － 675

社債の償還による支出 △313 △1,198

自己株式の取得による支出 △0 △0

自己株式の処分による収入 － 330

配当金の支払額 △179 △168

その他 △10 △10

財務活動によるキャッシュ・フロー △568 △341

現金及び現金同等物に係る換算差額 △1 △0

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △704 △204

現金及び現金同等物の期首残高 7,342 6,921

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 6,637

※1
 6,717
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【会計方針の変更等】

　（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更）

当社および一部の連結子会社は、法人税法の改正に伴い、第１四半期連結会計期間から、平成24年４月

１日以降に取得した有形固定資産については、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更してお

ります。

      これに伴う四半期連結財務諸表に与える影響額は軽微であります。

【追加情報】

      該当事項はありません。

　

【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　
前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成24年９月30日)

受取手形裏書譲渡高 150百万円 188百万円

　

(四半期連結損益計算書関係)

※１  販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

　

　
前第２四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日
至  平成23年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自  平成24年４月１日
至  平成24年９月30日)

給料賃金 1,274百万円 1,285百万円

従業員賞与手当金 430  〃 444  〃

役員賞与引当金繰入額 26  〃 23  〃

退職給付費用 324  〃 280  〃

役員退職慰労引当金繰入額 10  〃 12  〃

減価償却費 207  〃 106  〃
　

貸倒引当金繰入額 △2  〃 97  〃

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※１  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

は、次のとおりであります。

　

　
前第２四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日
至  平成23年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自  平成24年４月１日
至  平成24年９月30日)

現金及び預金勘定 6,639百万円 6,719百万円

預入期間が３か月を超える定期預金 △1  〃 △1  〃

現金及び現金同等物 6,637百万円 6,717百万円
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(株主資本等関係)

前第２四半期連結累計期間(自  平成23年４月１日  至  平成23年９月30日)

１．配当金支払額

　

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年６月29日
定時株主総会

普通株式 181 3平成23年３月31日平成23年６月30日 利益剰余金

　

　

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計

期間の末日後となるもの

      該当事項はありません。

　

当第２四半期連結累計期間(自  平成24年４月１日  至  平成24年９月30日)

１．配当金支払額

　

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年６月28日
定時株主総会

普通株式 170 3平成24年３月31日平成24年６月29日 利益剰余金

　

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計

期間の末日後となるもの

      該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

前第２四半期連結累計期間（自  平成23年４月１日  至  平成23年９月30日）および

当第２四半期連結累計期間（自  平成24年４月１日  至  平成24年９月30日）

当企業グループは、情報通信システムの機器および部品の開発、製造および販売ならびにこれらに付帯

するサービスの提供からなる事業を行っており事業区分が単一セグメントであるため、記載を省略して

おります。

　
(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額および算定上の基礎は、次のとおりであります。

　

項目
前第２四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日
至  平成23年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自  平成24年４月１日
至  平成24年９月30日)

１株当たり四半期純利益金額（円） 1.06 2.11

（算定上の基礎） 　 　

四半期純利益（百万円） 64 121

普通株主に帰属しない金額（百万円） ― ―

普通株式に係る四半期純利益（百万円） 64 121

普通株式の期中平均株式数（千株） 60,525 57,663

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１
株当たり四半期純利益金額の算定に含めなかっ
た潜在株式で、前連結会計年度末から重要な変
動があったものの概要

重要な変動はありません。 ―

(注) １  前第２四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、希薄化効果を

有する潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２  当第２四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

２ 【その他】

該当事項はありません。

　

　

　

　

　

　

EDINET提出書類

サクサホールディングス株式会社(E01874)

四半期報告書

21/23



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
　

　

平成24年11月９日

サクサホールディングス株式会社

取締役会  御中
　

新日本有限責任監査法人
　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    今    井    靖    容    ㊞

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    田    村    保    広    ㊞

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    佐    藤　　   晶       ㊞

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているサク

サホールディングス株式会社の平成24年４月１日から平成25年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連

結会計期間（平成24年７月１日から平成24年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間(平成24年４月１

日から平成24年９月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益

計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビュー

を行った。
　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して

四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のな

い四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用する

ことが含まれる。
　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸

表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レ

ビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施

される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において

一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手

続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
　

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、サクサホールディングス株式会社及び連結子

会社の平成24年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及

びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認めら

れなかった。
　

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
　

以  上
　

 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報
告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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